
長岡市公告第２８９号 
 

一般競争入札の実施について（公告） 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項及び長岡市財務規則（平成３

年長岡市規則第１５号）第１２９条第１項の規定により一般競争入札を実施するので、次

のとおり公告します。 

 
令和６年１１月１日 

 
長 岡 市 長  磯 田 達 伸  

 

 

１ 物件の名称 

 売却対象である市有財産（以下「旧栃尾支所跡地」という。） 

 

 

２ 旧栃尾支所跡地の詳細、予定価格（最低価格）及び売却条件 

区分 不動産の詳細 
予定価格 

（最低価格） 

土地 

 

地番：長岡市金町２丁目丙１８５番４ 

地目：宅地               

面積：４，１７２.０９㎡ 

備考：栃尾都市計画区域（非線引） 

第一種住居地域 

    建築基準法第２２条第１項指定地域 

    まちなか住居区域、都市機能誘導区域 

 

５７，１５７，６３３円 

【売却条件】 

１ 土地利用上の特約について 

 ア 市が独自に設ける土地利用上の特約について 

   旧栃尾支所跡地は、第一種住居地域に指定されています。 

この制限のほか、次に掲げる建築物を建築することは認めません。 

（ア） 公共施設・病院・学校等のうち「神社、寺院、教会等」、「自動車教習

所」 

（イ） 工場・倉庫棟のうち「畜舎」 

※上記制限の詳細は、用途地域内の建築物の用途制限（概要）のとおりで

す。 

※土地の利用用途は、周辺住民の生活環境に配慮し、十分理解が得られ



るよう検討してください。 

２ 買戻し特約について 

上記「土地利用上の特約」を担保するため、以下の内容のとおり、買戻し特

約を設けます。 

なお、この買戻し特約は、購入した土地を第三者へ売却した場合でも適用

されます。（民法第５８１条） 

ア 所有権移転登記が完了した日から２年を経過する日までに土地利用計

画書に記載の事業に着手しない場合は、違約金として、契約金額の２０％

を徴収した上で、市が契約金額で買い戻します。 

なお、事業に着手した際は、市に報告してください。 

イ 所有権移転登記が完了した日から５年を経過する日までに土地利用計

画書に定めるとおりの土地利用に自ら供さなければなりません。また、

これに反する建物を建築した場合及び建物の用途を変更した場合は、違

約金として、契約額の２０％を徴収した上で、市が契約額で買い戻しま

す。 

３ 土地利用計画書の作成について 

入札参加申込時に提出していただく土地利用計画書は、表紙（様式７）に下

記ア～エの資料を添付し、Ａ４判で２部提出してください。 

なお、添付資料の書式は任意とします。また、提出した土地利用計画書の内

容等を変更したい場合は、入札参加申込期間内に土地利用計画変更届（様式

８）とそれに付随する添付資料を提出してください。 

また、土地利用計画の作成に際して、入札参加者は、関係法令等を十分に確

認するほか、法令等を所管する官公庁に確認又は相談をしてください。 

  ア 土地の利用目的 

  イ 敷地内に建設する建物の概要 

  ウ スケジュール 

  エ 計画図 

※ 現在、建物の解体撤去工事中です。引き渡し時は「更地」で引き渡します。 

 

 

３ 入札参加申込について 

（１） 入札参加申込期間及び受付場所 

   ＜入札参加申込期間＞ 

令和６年１１月２２日（金）から令和７年１月３１日（金）まで 

受付時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 

※土曜日、日曜日、祝日、１２月３０日及び３１日並びに１月２日及び３日を除き

ます。 

 

   ＜入札参加申込受付場所＞ 

    〒９４０－００６２ 



新潟県長岡市大手通２丁目６番地 フェニックス大手イースト６階 

長岡市財務部管財課財産マネジメント室（電話：０２５８－３９－２２１１（直

通）） 

 

（２） 入札参加資格 

次のいずれかに該当する方は、入札に参加することができません。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項に該当する者 

（ア） 成年被後見人 

（イ） 未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意

を得ていない者 

（ウ） 破産者で復権を得ていない者 

  イ 過去３年間に、次の各号の一に該当する行為を行った者。また、その者を代理人

として使用する者 

（ア） 入札において、その公正な執行を妨げる行為又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合する行為 

（イ） 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げる行  

   為 

（ウ） 正当な理由がなくて契約を履行しなかった場合 

   （エ） 前各号の一に該当する事実があった後３年を経過しない者を契約の履行に

当たり代理人、支配人その他の使用人として使用する行為 

ウ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員に

よる不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）が、経営に実質的に関与していると認められる者 

エ 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者 

  オ 暴力団員と認められる者 

カ 暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的

又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められる

者 

キ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

  ク 法人にあっては、その役員（その支店又は営業所を代表する使用人を含む。⑼に

おいて同じ。）が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者 

ケ 法人にあっては、その役員のうちに⑸から⑺までのいずれかに該当する者がある 

 者 

 

（３） 入札参加申込条件 

申込みは、１個人又は１法人につき１回までとし、共有で入札に参加する場合は、

１共有入札者につき１回までとします。 



 

（４） 入札参加申込時に持参していただくもの 

ア 入札参加申込書（様式１） 

  イ 個人の場合は入札参加申込者本人の住民票の写し（１通）（発行から３か月以内で、

本籍・続柄及び個人番号の記載がないもの） 

   法人の場合は現在事項全部証明書（１通）（発行から３か月以内のもの） 

  ウ 同意書（様式４）（２ 入札参加資格ア－（イ）に該当する場合） 

  エ 誓約書（様式５）（過去２年以内に市に提出したことがある場合は、不要です。） 

  オ 共有で入札に参加しようとする場合には、代表者選任届（様式６）とイがそれぞ 

れ全員分必要です。（共有で入札する場合でも、入札者は代表者１名となります。） 

  カ 土地利用計画書（様式７） 

 

 （５） 入札参加申込みの方法 

入札参加申込期間内に、入札参加申込書（様式１）に必要書類を添えて、入札参加

申込受付場所に直接持参してください。なお、電話・郵送・ファックス・メールによ

る申込みは受け付けません。 

  

（６） 申込みに当たっての留意事項 

  ア 落札後の売買契約は、入札参加申込書に記載された名義人との契約になります。

ただし、共有で入札に参加する場合は、代表者選任届（様式６）に記載された共同

入札参加者の連名での契約となります。 

  イ 入札参加申込みの取下げは、申込期間内に限り、入札参加申込取下書（様式９）

を提出してください。 

  ウ 既に入札参加申込書を提出し、市から入札参加許可証を交付されている者で入札

参加を辞退したい場合は、入札参加辞退届（様式１０）を入札日までに提出してく

ださい。 

 

 （７） 入札保証金について 

  ア 入札に参加される方は、入札に際し、入札保証金が必要となりますので「入札参

加申込書（様式１）」に、入札額の５％以上の入札保証金額を記載してください。後

日市が発行する納入通知書にて、入札日の前日までに金融機関で納付の上、入札当

日、受付へ入札保証金の領収書を提出してください。 

  イ 入札保証金を変更する場合は、入札保証金変更届（様式１１）を令和７年１月３

１日（金）までに提出してください。 

   ※入札保証金の減額変更は認めません。 

  ウ 入札後の入札保証金の取り扱いについては、以下のとおりです。 

  （ア） 落札者 

    所定の様式で申請いただくことにより、契約保証金の一部に充当することができ

ます。指定した契約締結日までに落札者が契約を締結しないときは、当該落札を取

り消し、入札保証金は市に帰属します。 



  （イ） 落札者以外の者 

    指定された金融機関の口座に返還します。なお、返還に際しては、日数を要しま

す。 

  エ 入札保証金には利息は付しません。 

 

 

４ 入札について 

（１） 入札及び開札の日時 

  ア 入 札 日 令和７年２月７日（金） 

  イ 入 札 時 間 午前１０時 

  ウ 受 付 時 間 午前９時３０分から午前１０時まで 

  エ 開 札 時 間 入札終了後直ちに開始します。 

  オ 場 所 まちなかキャンパス長岡３０２会議室 

   ※当日、受付がお済みであっても、入札時間に遅れた場合は入札参加の棄権と判断

します。 

   ※受付の状況により、入札開始時間が遅れることがあります。 

 

（２） 入札に必要なもの（必要書類） 

  ア 入札書（様式２） 

イ 封 筒（封筒記載例を参照） 

  ウ 入札保証金の領収書（納入通知書の半券。領収日付印が押してあるもの） 

    ※受付で確認後、返却します。 

エ 入札者の身分を証明する書類（運転免許証等） 

  オ 入札参加許可証 

  カ 委任状（様式３。代理人により入札しようとする場合のみ。） 

 

（３） 入札の方法 

  ア 入札執行時間前に受付で入札参加許可証及び入札保証金の領収書を提出してくだ

さい。なお、入札保証金の領収書は、確認後、返却します。 

  イ 入札参加者は、入札書（様式２）に必要な事項を記入し、入札書を封筒（封筒記

載例を参照）に入れ、封印した上、入札執行職員の指示に従って入札箱に投函して

ください。 

  ウ 入札は、代理人に行わせることができます。この場合には、委任状を入札の受付

時に提出してください。 

  エ 入札の当日、出席しなかった者又は入札開始時刻に遅刻した者は、棄権とみなし

ます。 

  オ 入札者は、その投函した入札書の書換え、差替え又は撤回をすることはできませ

ん。 

 

（４） 入札の無効 



   次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

  ア 入札参加資格がない者がした入札 

イ 申込人の委任を受けていない者がした入札 

  ウ 入札保証金を納付しない者又は入札保証金が所定の額（入札額の５％以上）に達

しない者がした入札 

  エ 入札書等の押印を必要とするところに押印がない入札 

  オ 入札者が２以上の入札をしたときは、その全部の入札 

  カ 入札書の記載事項のうち、入札金額、入札者の氏名その他主要な事項が識別しが

たい入札 

  キ 入札書の金額を訂正、削除、挿入した入札 

  ク 入札に関し談合するなど不正な行為を行った者がした入札 

  ケ 予定価格（最低価格）未満の金額の入札 

  コ その他入札に関する条件に違反した入札 

   落札者がア、イ、ク又はコに該当することが後日判明した場合は、その事実が判明

した時点でその者のした入札を無効とします。契約締結前の場合、入札保証金につい

ては市に帰属し、返還しません。契約締結後の場合、契約書第１９条に基づき契約を

解除します。 

 

（５） 開札 

  ア 開札は、入札締切後、直ちに入札者立会のもとで行います。 

  イ 開札会場には、入札参加者又はその代理人並びに入札執行職員及び立会職員以外

の者は、入場することができません。 

 

（６） 落札者の決定 

ア 市の予定価格（最低価格）以上で、かつ、最高金額をもって入札した者を落札者

とします。落札者には、後日、落札者決定通知書を交付します。 

  イ いずれの入札金額も予定価格（最低価格）に達していない場合は、再入札は行わ

ず、入札を打ち切ります。 

  ウ 最高金額をもって入札した者が２人以上いる場合は、当該入札者にくじを引いて

もらい落札者を決定します。くじ順については、予備くじにより決定します。 

 

 （７） 入札結果の公表 

   落札者があるときは、その場でその者の個人名（法人の場合は会社名）及び金額を

開札に立ち会った入札者にお知らせます。 

   また、入札結果について、ホームページ等で公表する場合があります。 

 

 （８） 入札の中止等 

   不正な入札が行われるおそれがあると認めるとき又は災害その他やむを得ない理由 

があるときは、入札を中止又は入札期日を延期することがあります。 

 



 

５ 契約について 

（１） 契約の締結 

ア 落札者は、落札者決定通知書の交付日の翌日から７日以内に管財課において、契

約の締結を行っていただきます。期日までに契約を締結されない場合は、落札者の

決定は無効となります。 

  イ 契約締結前までに、売買代金の１０％以上の契約保証金を市が発行する納入通知

書により納入してください。なお、所定の様式で申請いただくことにより、入札前

に納入した入札保証金を充当することができます。 

ウ 落札者が、市が行う建物解体撤去工事完了後に発行する納入通知書により、３０

日以内に売買代金を納入しない場合は、契約保証金は市に帰属し、返還しません。 

  エ 契約締結に要する収入印紙及び所有権移転登記に必要な登録免許税は落札者の負

担とします。 

 

（２） 売買代金等の納入方法  

  ア 売買代金は、市が行う建物解体撤去工事完了後に発行する納入通知書により３０

日以内に契約保証金を除いた金額を一括納付してください。ただし、契約保証金と

して、売買代金の全額を納入している場合は、この限りではありません。 

※契約保証金は売買代金の一部に充当するものとします。 

※市が行う建物の解体撤去工事は、令和８年１月頃完了の予定です。 

  イ 所有権の移転登記は市で行いますので、市が用意する国税収納金納付書により、

登録免許税を金融機関に納入し、領収証書を市まで届けてください。 

    

（３） 所有権の移転等  

  ア 売買代金の納入完了を確認後、代金の納入日をもって所有権を移転するものとし

ます。 

  イ 旧栃尾支所跡地の引渡しは、売買代金納入完了確認後、速やかに行います。 

ウ 旧栃尾支所跡地の所有権移転登記は、売買代金及び登録免許税納入完了確認後、

速やかに市が手続きします。再度、個人の場合は入札参加申込者本人の住民票の写

し（１通）（発行から３か月以内で、本籍・続柄及び個人番号の記載がないもの）法

人の場合は現在事項全部証明書（１通）（発行から３か月以内のもの）を提出してい

ただきます。 

 

 

６ その他 

（１） 旧栃尾支所跡地を売却するに当たり、市が行う建物解体撤去工事完了後、更地

で引渡しを行います。周辺環境の状況は、必ず入札参加者自身で確認してください。 

（２） 土地利用に関し、隣接土地所有者、地域住民等との調整等が生じた場合は、す

べて落札者において行ってください。 

（３） 越境物に関する隣接土地所有者との協議については、すべて落札者において行



ってください。 

（４） 旧栃尾支所跡地の地盤調査、地下埋設物調査及び土壌汚染調査は行っておりま

せん。これらの調査を行う場合にかかる費用については、落札者の負担とし、市は、

このことによる一切の損害賠償等の責任は負わないものとします。 

（５） その他、旧栃尾支所跡地に関する特筆すべき事項について、入札参加者は資料

「物件調書」中、特記事項欄を必ずご確認ください。 

（６） 入札の公正、競争性を確保するため、入札参加状況等の問い合わせについては、

一切お答えできません。 

（７） 不明な点は、令和７年１月３１日（金）午後５時１５分までに質問票（様式１

２）を使用し、電子メールでお問い合わせください。なお、質問に対する回答は、

質問者を伏せてホームページ上に公開します。 

    質問のメールを送信した際は、必ず電話による着信確認を行ってください。 

送信先メールアドレス：f-management@city.nagaoka.lg.jp 

電 話 番 号：０２５８－３９－２２１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


